
出資金と組合員について 

 

出資金について 

 

１．出資金の払込 

 

 組合員は 1 口（100 円）以上の出資をしなければなりません。 

 出資口数は増やしたり減らしたりすることができます。ただし、出資口数を減らすことがで

きるのは、事業を休止したり一部を廃止したとき、その他やむを得ない事由があると認めら

れた場合に限ります。 

 「出資証券（注 1）」は質入れすることはできません。 

（注 1）…令和 4 年 3 月 1 日以降、「出資証券」は不発行になりました。 

 出資金は、預金ではありません（預金保険の対象外）。 

 

２．出資金の譲渡 

 

 出資金は当組合の承諾を得て、他の組合員または組合員資格をもつ方に譲渡することができ

ます。 

 

３．出資金の払戻 

 

 組合員は脱退しまたは出資口数を減少させるにあたって、出資金の払戻請求をすることがで

きます。 

 払戻金の引渡は、申請の時期によっては、1 年以上かかる場合があります。預金解約のような

即時返金はできません。 

（例）2024 年 12 月 30 日に脱退の申出をすると、当該組合員の出資金の払戻額は、その事業年

度末、つまり 2025 年 3 月末の組合財産によって定まります。また、出資金の払戻手続きは、そ

の後の 2025 年 6 月に開催される総代会の承認を得てから行いますので、組合員への返金はそ

の総代会終了後になります。 

 

                                 総代会での決算承認 

                      組合財産の確定     出資金の払戻し額請求 

       2024 年 12 月 30 日    2025 年 3 月 31 日     2025 年 7 月以降 

 

 

                90 日以上前 

 

 当組合に債務（借入金等）がある場合、その債務を完済するまでは、脱退した組合員に対し、

出資金の払戻を停止することがあります。 

脱退申出 

出資金の払戻開始 



 払戻金額は、当該事業年度末の当組合の財産状況を基準として決定されることから、その財

産状況によっては、出資した元本の払戻が受けられない可能性があり、損失が生じるおそれ

があります。また、破綻時には、全く返金されない可能性があります。 

※2024 年 3 月期の出資１口（100 円）当たりの純資産額は 779 円です。 

 自由脱退・法定脱退による「出資口数の持分の払戻請求権」の時効は 2 年です。 

 

４．出資額に対する配当金 

 

 当組合の年度決算の結果、剰余金が生じた場合に、総代会の承認を得て、出資額に応じた額

の配当金が支払われます。 

 配当金が支払われるのは、その事業年度末現在での組合員に限られます。 

 配当金には、所得税法の定める所得税がかかります。 

 その事業年度の途中で加入した組合員には、以降の加入期間に応じた割合の配当金が支払わ

れます。 

 その事業年度の途中で譲渡または法定脱退した組合員の出資については、配当金は支払われ

ません。※配当金の「支払請求権」の時効は 10 年です。 

 

組合員について 

 

１．加入資格 

 

以下の（１）～（５）に該当する方は、当組合の組合員になることができます。 

 

１．当組合の営業地区内（小田原市・南足柄市・足柄上郡・足柄下郡）にお住まいの方 

２．当組合の営業地区内（上記に同じ）においてお勤めの方 

３．当組合の営業地区内（上記に同じ）において事業を営んでいる方 

常時使用する従業員の数が 300 人を超え、かつ資本金または出資の総額が 3 億円を超える事

業者を除きます。なお、従業員数、資本金の額は業種によって異なります。 

４．当組合の営業地区内（上記に同じ）において事業を行う事業所の役員の方 

５．当組合の営業地区内（上記に同じ）に転居することが確実（住宅の売買等契約済）である方 

ただし、下記（A）～（F）に該当する方は、当組合の組合員になることはできません。 

  A．暴力団 B．暴力団員 C．暴力団準構成員 D．暴力団関係企業 

  E．総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等  

F．その他 A～E に準ずる者 

 

２．加入手続き 

 

「出資金加入申込書」を当組合に提出してください。なお、組合員として加入承諾されるまで 1

週間ほどの期間を要することがあります。 



①加入申込書の提出 ⇒ ②当組合の承諾 ⇒ ③出資金の払込み ⇒ ④組合加入 

 

＜相続により組合員となる場合＞ 

組合員の方が亡くなった場合、3 ヵ月以内に加入資格をもつ相続人が組合加入の申し出をしたと

きは、相続開始のときに組合員になったものとみなされます（相続人が複数あるときは、他の相

続人の同意書が必要になります）。その相続人は、被相続人の出資持分について、当組合に対する

義務・権利を承継します。なお、3 ヵ月以内に上記の手続きが行われなかった場合には、法定脱退

（後述）の扱いとなりますのでご注意ください。 

 

３．相続により組合員となる場合 

 

当組合の組合員になると、以下のような義務が生じます。 

 

１．出資義務 

  組合員は、1 口以上の出資をしなければなりません。また、一組合員の出資口数は、当組合の

出資総口数の 10％までと制限されています。 

 

２．届出義務 

  組合員がその組合員たる資格を失ったとき、またはその氏名・住所等を変更したときは、速

やかに当組合に届け出なければなりません。 

 

４．組合員の権利 

 

組合員は、以下の自益権・共益権の権利を有します。なお、これらの権利は、出資口数（出資金

額）にかかわらず平等（一人一票）です。 

 

１．自益権（組合員が経済的利益を直接に享受する権利） 

 組合事業利用権 

 剰余金配当請求権 

 残余財産分配請求権 

 持分払戻請求権 

 

２．共益権（組合員が組合の運営に関与する権利） 

 総代の選挙権 

 「組合員名簿、定款、規約、理事会議事録、総代会議事録、計算書類等」の閲覧または謄写

の請求権 

 各種訴訟を提起する権利 他 

 

５．組合員の脱退 

 



１．自由脱退（組合員本人の都合で脱退する場合） 

  

  通常 90 日前までに脱退を予告（申請）すれば、事業年度末において脱退することができます。 

  脱退予告後も、その事業年度末日になるまでは、組合員としての権利・義務を有します。 

 

２．法定脱退（法定事由により、組合員本人の意思にかかわらず直ちに脱退となる場合） 

 

  組合員資格の喪失（地区外移転等）、死亡、破産（破産による解散を含む）などの法定事由が

生じた場合は、直ちに法定脱退となり、その時点で組合員としての義務・権利（持分払戻請

求権を除く）を喪失します。 

 

 

 

お問い合わせ先 

小田原第一信用組合 

総 務 部 

0465-23-0292 

 


